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イノベーション促進雇用創出事業委託契約書
京都府中小企業団体中央会　会長　渡邉隆夫（以下「甲」という。）は、○○○○会社代表取締役　○○　○○（以下「乙」という。）とイノベーション促進雇用創出事業について、次の各条項により委託契約を締結する。

（契約の期間）
第１条　乙は、別紙１の事業実施計画書に基づき、平成　年　月　日から平成２５年３月３１日までの間に事業を遂行し、甲に報告するものとする。
（契約金額）
第２条　契約金額は、　　　　　　　円とし、経費内訳については別紙２のとおりとする。
（事業実施計画書の変更等による契約変更）
第３条　乙は、第１条に係る事業実施計画書に記載された内容の主要部分の変更をするときは、あらかじめ甲に変更承認申請書を提出し、その承認を受けなければならない。
　　ただし、軽微な変更については、この限りではない。
（事業の実施）
第４条　乙は、第１条により承認を受けた事業実施計画書及び甲の指示に従って、当該事業を実施しなければならない。
（事業終了の報告）
第５条　乙は、事業が終了したときは、直ちに、事業実績報告書を甲に提出しなければならない。
２　乙は、前項により事業実績報告書を提出する場合は、甲の指示する証拠書類の写しを添付しなければならない。また、経費使用明細書は、事業実施計画書に記載された経費の内訳に基づいて作成するものとする。
（検査）
第６条　甲は、経費使用明細書を受理したときは、経費使用明細書の内容についてすみやかに検査を行うものとする。
２　甲は、前項の検査を行うため、その他必要があるときは、乙の事業所等に立入検査を行うことができる。
（機密保持）
第７条　乙は、この契約の実施によって知り得た事項について、第三者に漏らしてはならない。

（権利・義務の譲渡）
第８条　乙は、この契約によって生ずる一切の権利及び義務を第三者に譲渡してはならない。
（契約の変更）
第９条　甲が必要がある場合は、この契約内容を変更することができる。
２　前項の場合において、契約金額を変更する必要があるときは、甲乙が協議し、これを定めるものとする。
（契約金額の確定）
第10条　甲は、第６条の検査の結果、業務の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、経費使用明細書に基づいて費用の額を確定し、乙に通知するものとする。
２　前項の確定額は、事業に要する経費に係る適正な支出額と契約金額とのいずれか低い額とする。
（事業費の請求及び支払）
第11条　乙は、事業費を請求するときは、甲が前条の規定により事業費の額を確定し、乙に対して通知した後、甲の指示する証拠書類等の写を添付した支払請求書をもって請求しなければならない。
２　甲は、前条の規定により支払請求書を受理した日から起算して30日以内（以下「約定期間」という。）に、乙に確定した事業費を支払うものとする。
３　甲は、乙の支払請求書を受理した後、その内容の全部又は一部が不当であることを発見したときは、その事由を明示して、その請求書を乙に返付することができるものとする。この場合、当該請求書を返付した日から甲が乙の是正した支払請求書を受理した日までの期間は、約定期間に算入しないものとする。
（事業遂行報告及び概算払い）
第12条　乙は、事業委託期間が４ヶ月を超える場合には、事業開始から３ヶ月の事業遂行報告をしなければならない。

２　乙は、前条の規定にかかわらず、甲に対して、事業遂行報告書とともに概算払請求書をもって概算払請求をすることができる。
３　甲は、前項による乙からの請求が適当であると認めたときは、すみやかに支払いを行うものとする。
（帳簿の記載等）
第13条　乙は、委託業務に要した経費について、帳簿を備え支出額を記載し、その出納を明らかにし
ておかなければならない。

２　乙は、前項の規定に伴って、その支出内容を証する書類を整理して保管しなければならない。
（再委託の禁止）
第14条　乙は、この契約を第三者に委託してはならない。
（支払遅延利息）
第15条　甲が第11条第２項に定める約定期間内に事業費の支払いをしないときは、天災その他やむを得ない事由による場合を除き、支払いする日までの日数に応じ、その支払金額に対して年利3.1％の割合で計算した額を遅延利息として支払わなければならない。
（違約金）
第16条　乙は、天災その他やむを得ない事由によらないで、契約期間内に事業を履行しないときは、契約期間満了の日の翌日から履行の日までの日数に応じ、契約金額に対して年利3.1％の割合で計算した額を違約金として甲に支払わなければならない。
（不完全履行）
第17条　甲は、第６条により検査した経費使用明細書の内容が事実と著しく異なることを発見したときは、乙に対し乙の負担で修正させることができる。
２　前項の請求権の有効期限は、経費使用明細書提出後１年とする。
（甲の解除権）
第18条　甲は、次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。
   （１）乙の責に帰すべき事由により、契約期間内において、事業を完了する見込みがないことが明らかに認められるとき。
   （２）前項に掲げる場合のほか、この契約条項に違反したとき。
   （３）乙が、この契約に関して不正又は虚為の申し立てをしたとき。
２　甲は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合は、甲乙協議して定めるものとする。
（乙の解除権）
第19条　乙は、甲がこの契約に定める義務に違反したことにより、この契約の実施が不可能になったときは、契約を解除することができる。
（その他）
第20条　この契約に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議してこれを定めるものとする。
   上記契約の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各自１通を保有する。

平成２４年　　月　　日
                                    甲　京都市右京区西院東中水町17番地

京都府中小企業会館4F
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都府中小企業団体中央会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　渡邉　隆夫
                                    乙   所在地
                                         名  称
代表者
（様式第３号　別紙１）
雇用者氏名　　　　　　　　　　

事業実施計画書
	１ 事業の目的
	＊取り組もうとするイノベーションの内容等



	２ 人材育成内容
	＊新たに雇用した者に対する人材育成・能力開発の内容について１ヶ月単位

で平成２５年３月末までのスケジュールを記入。

	３ 雇用形態等
	　・正規雇用：雇用日　平成　　年　　月　　日
　・期間雇用：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

　　　　　　　正規雇用の可能性（　有　・　無　）

	４ その他

＊特記すべき事項があれば記載。
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